
（案） 

1 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本内科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

（５）連携施設での研修が３ヶ月未満のプログラムは、必ずその理由を確認し、

やむを得ない場合を除いて認定をしないこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）地域枠医師や育児や介護と研修を両立する医師等のために、カリキュラ

ム制での研修を開始できるよう、速やかに体制を整えること。 
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（案） 

2 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本小児科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

（２）都道府県内で複数プログラムを持たないことについては、プログラムの

審査を行う際に、基幹施設および当該都道府県の地域医療対策協議会か

ら事情を聴取し、人口や病院数等の地域の実情、教育レベルの維持、及び

実際の採用数の観点等から妥当であるか検証を行うこと。また、その結果

について、医道審議会に報告を行うこと。 

  



（案） 

3 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本皮膚科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

  



（案） 

4 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本精神神経学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）都道府県内で複数プログラムを持たないことについては、プログラムの

審査を行う際に、基幹施設および当該都道府県の地域医療対策協議会か

ら事情を聴取し、人口や病院数等の地域の実情、教育レベルの維持、及び

実際の採用数の観点等から妥当であるか検証を行うこと。また、その結果

について、医道審議会に報告を行うこと。 

 

  



（案） 

5 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本外科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）別添の令和３年度プログラムに対する都道府県からの意見に対し、プロ

グラム統括責任者と協力し、可能な限り令和３年度及び令和４年度のプロ

グラムに反映できるよう努め、結果を医道審議会に報告すること。 

 

（３）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（４）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（５）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）地域枠医師や育児や介護と研修を両立する医師等のために、カリキュラ

ム制での研修を開始できるよう、速やかに体制を整えること。またカリキ

ュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで公開す

ること。 

 

（２）都道府県内で複数プログラムを持たないことについては、プログラムの

審査を行う際に、基幹施設および当該都道府県の地域医療対策協議会か

ら事情を聴取し、人口や病院数等の地域の実情、教育レベルの維持、及び

実際の採用数の観点等から妥当であるか検証を行うこと。また、その結果

について、医道審議会に報告を行うこと。 

  



（案） 

6 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本整形外科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）別添の令和３年度プログラムに対する都道府県からの意見に対し、プロ

グラム統括責任者と協力し、可能な限り令和３年度及び令和４年度のプロ

グラムに反映できるよう努め、結果を医道審議会に報告すること。 

 

（３）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（４）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（５）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）都道府県内で複数プログラムを持たないことについては、プログラムの

審査を行う際に、基幹施設および当該都道府県の地域医療対策協議会か

ら事情を聴取し、人口や病院数等の地域の実情、教育レベルの維持、及び

実際の採用数の観点等から妥当であるか検証を行うこと。また、その結果

について、医道審議会に報告を行うこと。 

 

  



（案） 

7 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本産科婦人科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

（２）都道府県内で複数プログラムを持たないことについては、プログラムの

審査を行う際に、基幹施設および当該都道府県の地域医療対策協議会か

ら事情を聴取し、人口や病院数等の地域の実情、教育レベルの維持、及び

実際の採用数の観点等から妥当であるか検証を行うこと。また、その結果

について、医道審議会に報告を行うこと。 

  



（案） 

8 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益財団法人日本眼科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）別添の令和３年度プログラムに対する都道府県からの意見に対し、プロ

グラム統括責任者と協力し、可能な限り令和３年度及び令和４年度のプロ

グラムに反映できるよう努め、結果を医道審議会に報告すること。 

 

（３）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（４）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（５）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

  



（案） 

9 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本耳鼻咽喉科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

  



（案） 

10 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本泌尿器科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）連携施設での研修が３ヶ月未満のプログラムは、必ずその理由を確認し、

やむを得ない場合を除いて認定をしないこと。 

 

 

  



（案） 

11 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本脳神経外科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

  



（案） 

12 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本医学放射線学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）別添の令和３年度プログラムに対する都道府県からの意見に対し、プロ

グラム統括責任者と協力し、可能な限り令和３年度及び令和４年度のプロ

グラムに反映できるよう努め、結果を医道審議会に報告すること。 

 

（３）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（４）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（５）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

  



（案） 

13 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本麻酔科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

（５）連携施設での研修が３ヶ月未満のプログラムは、必ずその理由を確認し、

やむを得ない場合を除いて認定をしないこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

（２）都道府県内で複数プログラムを持たないことについては、プログラムの

審査を行う際に、基幹施設および当該都道府県の地域医療対策協議会か

ら事情を聴取し、人口や病院数等の地域の実情、教育レベルの維持、及び

実際の採用数の観点等から妥当であるか検証を行うこと。また、その結果

について、医道審議会に報告を行うこと。 

  



（案） 

14 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本病理学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

  



（案） 

15 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本臨床検査医学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

  



（案） 

16 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本救急医学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

（２）都道府県内で複数プログラムを持たないことについては、プログラムの

審査を行う際に、基幹施設および当該都道府県の地域医療対策協議会か

ら事情を聴取し、人口や病院数等の地域の実情、教育レベルの維持、及び

実際の採用数の観点等から妥当であるか検証を行うこと。また、その結果

について、医道審議会に報告を行うこと。 

  



（案） 

17 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から一般社団法人日本形成外科学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）別添の令和３年度プログラムに対する都道府県からの意見に対し、プロ

グラム統括責任者と協力し、可能な限り令和３年度及び令和４年度のプロ

グラムに反映できるよう努め、結果を医道審議会に報告すること。 

 

（３）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（４）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（５）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

（６）連携施設での研修が３ヶ月未満のプログラムは、必ずその理由を確認し、

やむを得ない場合を除いて認定をしないこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）カリキュラム制で研修が可能な医療機関のリストを学会ホームページで

公開すること。 

 

  



（案） 

18 

 

医師法第十六条の十及び第十六条の十一に規定する 

厚生労働大臣から公益社団法人日本リハビリテーション医学会への意見及び要請 

 

 

１．医療提供体制の確保に重大な影響を与える可能性に関すること 

 （医師法第十六条の十関係） 

 

（１）日本専門医機構が示したシーリング数を厳格に遵守すること。 

 

（２）シーリング対象の都道府県におけるプログラムごとの採用数の設定にあ

たっては、都道府県に情報を提供し、意見を聴いた上で設定を行うこと。 

 

（３）研修プログラムの認定にあたっては、あらかじめ各都道府県の地域医療

対策協議会の意見を聞いた上で認定を行い、地域医療に配慮されたプログ

ラムになるよう検討を行うこと。 

 

（４）プログラム制については、専門研修プログラムの全期間において研修先

が計画されているプログラムのみ認定を行うこと。 

 

（５）連携施設での研修が３ヶ月未満のプログラムは、必ずその理由を確認し、

やむを得ない場合を除いて認定をしないこと。 

 

 

２．研修の機会確保に関すること（医師法第十六条の十一関係） 

 

（１）地域枠医師や育児や介護と研修を両立する医師等のために、カリキュラ

ム制での研修を開始できるよう、速やかに体制を整えること。 

 


